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 平成１８年度の調査審議等の状況 

（平成１８年４月～平成１９年３月） 

 

 

Ⅰ 全体 

 

１ 諮問・答申件数 

  平成１８年度の諮問件数は７２８件、答申件数は６３４件、未済件数は５０４件とな

っている。 

なお、平成１３年度から平成１８年度までの総諮問件数は４，２６１件、総答申件数

は３，６１２件となっている。 

 

○情報公開関連と個人情報保護関連の総計 

［平成１８年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ５６８ ５５８ １８ 

独立行政法人等 １６０  ７６ ８ 

累  計    ７２８   ６３４ ２６  

 

［平成１３年度～平成１８年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 未済件数 

（年度末） 

行政機関 ３，８８０ ３，３７１ １２３ ３８６ 

独立行政法人等 ３８１ ２４１ ２２ １１８ 

累  計 ４，２６１ ３，６１２ １４５ ５０４ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

 

２ 答申結果の分類 

平成１８年度に出された答申件数（６３４件）のうち、諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は、１３５件（２１．３％）である。 

 

諮問庁の判断は妥当でないとしたもの ２６（ ４．１％） 

諮問庁の判断は一部妥当でないとしたもの １０９（１７．２％） 

諮問庁の判断は妥当であるとしたもの ４９９（７８．７％） 

 

 

３ 中間答申 

平成１８年度においては、運営規則２４条３項の規定に基づく中間答申の実績はなか

った。 
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４ 取下げ 

  平成１８年度における諮問事件の取下げは、合計で２６件である。このうち、情報公

開関連は２２件（行政機関１４件、独立行政法人等８件）、個人情報保護関連は４件（行

政機関４件）である。 

取下げの理由をみると、全部開示したものは１４件、不服申立人の自主的な取下げは

１０件、改めて開示決定等を実施したものが２件となっている。 

 

５ 平均処理期間・審議回数 

  平成１８年度の答申（６３４件）について、平均処理期間及び審議回数は２１９．２

日、２．８回であり、最短の事件では３８日で処理が終了しており（１８（行情）答申

３１１号）、最長の事件では１，２１３日かかっている（１８（行情）答申３１２号）。 

  なお、答申までの所要日数の分布をみると、次のとおり、６か月で答申をしたものが

最も多く、次いで３か月で答申したものとなっている。 

 

 

所要日数 答申数（件） 割合（％） 

１か月以内に答申     ０ ０．０ 

２か月以内    ６１ ９．６  

３か月以内       ８１ １２．８  

４か月以内     ６２ ９．８  

５か月以内    ５３ ８．４  

６か月以内    ８２ １２．９  

７か月以内    ４２ ６．６  

８か月以内    ３２ ５．０  

９か月以内    ５４ ８．５  

10 か月以内    ２０ ３．２  

11 か月以内    ２０ ３．２  

12 か月以内    １３ ２．１  

400 日以内    ２３ ３．６  

500 日以内    ３８ ６．０  

600 日以内    １１ １．７  

600 日超    ４２ ６．６  

（注）１か月＝30 日として集計。 
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６ 各部会の調査審議回数 

  各部会は、原則として１週間に１回のペースで調査審議を行った。 

 

 調査審議回数 

第１部会 ３５回 

第２部会 ３０回 

第３部会 ３５回 

第４部会   ３３回 

第５部会   ３４回 

 

７ 口頭意見陳述及び口頭説明聴取の実績 

  平成１８年度の答申（６３４件）についてみると、不服申立人等から口頭意見陳述を

聴取したとする記載のあるものは５件（諮問庁の職員３件、不服申立人、参加人等２件）

であり、諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものは２２８件である。 

 

（注）１：一つの事件について、双方ともに実施される場合もある。 

     ２：部会又は指名委員による聴取実績である。  

 

８ 指名委員の活動実績 

  平成１８年度の答申（６３４件）についてみると、２１４件について、情報公開・個

人情報保護審査会設置法（以下「設置法」という。）１２条に基づき指名委員が口頭意見

陳述又は口頭説明の聴取を行っている。 

 

９ 特徴のある事件 

存否応答拒否事件、不存在事件等の特徴のある諮問事件については、平成１８年度の

状況は以下のとおりであり、不存在事件が全諮問事件数の１７．０％と最も多く、次に

存否応答拒否事件が全体の６．６％と多い。 

（諮問）                     単位：（件） 

 
情報公開 

個人情報 

保護 
合 計 

備 考 

（全諮問件数に占める割合）

不存在事件 １１０ １４ １２４ １７．０％ 

存否拒否事件 ４５ ３ ４８ ６．６％ 

行政文書・保有個人情報の

特定を争う事件 
１５ １０ ２５ ３．４％ 

適用除外事件 ０ １２   １２ １．６％ 

逆ＦＯＩＡ事件 ２４ ０ ２４ ３．３％ 

行政文書等非該当事件 １ １ ２ ０．３％ 

 

（答申）                単位：（件） 

 情報 

公開 

個人情報

保護 
合 計 

備 考 

（全部を妥当でないとした答申数） 

不存在事件 １１０    ４ １１４ 情報公開５件、個人情報保護１件

存否拒否事件 ４０    ５ ４５ 情報公開６件、個人情報保護０件
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文書の特定を争う事件 １９    ３ ２２ 情報公開１件、個人情報保護０件

適用除外事件 ０   １７ １７ 情報公開０件、個人情報保護０件

逆ＦＯＩＡ事件 ３０    ０ ３０ 情報公開０件、個人情報保護０件

行政文書等非該当事件   １    ０   １ 情報公開０件、個人情報保護０件

 

９－１ 不存在事件 

  不存在事件については、平成１８年度では１２４件（情報公開１１０、個人情報保護

１４）の諮問を受け、平成１７年度以前の諮問も含め、１１４件（情報公開１１０、個

人情報保護４）について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち、妥当でないとされたもの（文書が存在するとさ

れたもの等）は６件あり、情報公開関連が５件、個人情報保護関連が１件である。 

 

 答申番号 

（不存在が妥当でないとされたもの） 

備 考 

（行情）７２，１５６，３４９ 

（独情）５６，５７ 

情報公開関連 平成１８年度 

（行個）２６ 個人情報保護

関連 

 

９－２ 存否応答拒否事件 

  存否応答拒否事件については、平成１８年度に４８件（情報公開４５、個人情報保護

３）の諮問を受け、平成１７年度以前の諮問も含め、４５件（情報公開４０、個人情報

保護５）について答申を出している。この存否応答拒否事件に関する答申のうち、妥当

でないとされたものは、情報公開関連で６件である。 

 

 答申番号 

（存否応答拒否が妥当でないとされたもの） 

備 考 

平成１８年度 （行情）６７，１９０，３２５，４３４ 

（独情）１１，４４ 

 

 

９－３ 文書・保有個人情報の特定を争う事件 

  文書・保有個人情報の特定を争う事件については、平成１８年度に２５件（情報公開

１５、個人情報保護１０）の諮問を受け、平成１７年度以前の諮問を含め、２２件（情

報公開１９件、個人情報保護３件）について答申を出している。この文書の特定を争う

事件に関する答申のうち、妥当でないとされたものは、情報公開関連で１件である。 

 

 答申番号 

（文書特定が妥当でないとされたもの） 

備 考 

平成１８年度 （行情）５０３  

 

９－４ 適用除外事件 

  適用除外事件については、平成１８年度に１２件（すべて個人情報保護）の諮問を受

け、平成１７年度以前の諮問を含め、１７件（すべて個人情報保護）について答申を出
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している。この適用除外事件に関する答申のうち、妥当でないとされたものはない。 

 

９－５ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

  処分庁が開示するとした部分について、第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯＩ

Ａに関する事件については、平成１８年度に２４件（すべて情報公開）の諮問を受け、

平成１７年度以前の諮問を含め、３０件（すべて情報公開）について答申を出している。 

この逆ＦＯＩＡ事件に関する答申のうち、妥当でないとされたものはない。 

 

９－６ 行政文書等非該当事件 

  行政文書等非該当事件については、平成１８年度に２件（情報公開１件、個人情報保

護１件）の諮問を受け、１件（情報公開）について答申を出している。 

この行政文書等非該当事件に関する答申のうち、妥当でないとされたものはない。 

 

10 インカメラ 

  平成１８年度の答申（６３４件）についてみると、対象文書及び対象保有個人情報を

見分したとの記載があるのは４２１件となっている。 

 

（注）： 答申の調査審議の経過欄に、「本件対象文書の見分」等と記載されている答申

数である。対象文書が不存在である場合、一定の様式に記入された個人情報であ

り、その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合、存否応答拒否の正

当性が争われている場合など、事柄の性格上インカメラ審理を要しない場合があ

る。 

 

11 ヴォーンインデックス 

平成１８年度の答申（６３４件）についてみると、諮問庁から設置法９条３項の資料（ヴ

ォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。（注） 

 

（注）： ただし、これをヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別とし

て、諮問庁が自主的に、あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を

整理して提出している場合がある。 

 

12 地方での口頭意見陳述聴取の実施 

  平成１８年度に不服申立人等の口頭意見陳述の聴取を、地方において行った実績は、

以下のとおりである。 

 

 地方での口頭意見陳述聴取の実績 備 考 

平成１８年度 平成１８年１２月１２日～１３日（山形） ［５部会］ 
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Ⅱ 情報公開 

 

１ 諮問・答申件数 

  平成１８年度の諮問件数は６１７件、答申件数は５７４件、未済件数は件４２７とな

っている。 

なお、平成１３年度から平成１８年度までの総諮問件数は４，１０８件、総答申件数

は３，５４１件となっている。 

 

 ○情報公開関連 

［平成１８年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ５００ ５０８ １４ 

独立行政法人等  １１７   ６６      ８ 

累  計      ６１７     ５７４     ２２ 

 

［平成１３年度～平成１８年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 未済件数 

（年度末） 

行政機関 ３，７８０ ３，３１４ １１８    ３４８ 

独立行政法人等 ３２８ ２２７ ２２    ７９ 

累  計 ４，１０８ ３，５４１ １４０   ４２７ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

 

２ 答申結果の分類 

平成１８年度に出された答申件数（５７４件）のうち、諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は、１１９件（２０．７％）である。 

 

諮問庁の判断は妥当でないとしたもの ２１（ ３．６％） 

諮問庁の判断は一部妥当でないとしたもの ９８（１７．１％） 

諮問庁の判断は妥当であるとしたもの ４５５（７９．３％） 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

  平成１８年度の答申（５７４件）について、平均処理期間及び審議回数は２５５．７

日、２．９回であり、最短の事件では３８日で処理が終了しており（１８（行情）答申

３１１号）、最長の事件では１，２１３日かかっている（１８（行情）答申３１２号）。 

  なお、答申までの所要日数の分布をみると、次のとおり、４か月で答申をしたものが

最も多くなっている。 

 

 

所要日数 答申数（件） 割合（％） 

１か月以内に答申    ０ ０．０ 

２か月以内     ５６       ９．８ 
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３か月以内   ７５ １３．１ 

４か月以内   ５１ ８．９ 

５か月以内   ４６ ８．０ 

６か月以内   ６６ １１．５ 

７か月以内   ３８   ６．６ 

８か月以内   ２９ ５．１ 

９か月以内   ５１       ８．９ 

10 か月以内   １９      ３．３ 

11 か月以内   １９      ３．３ 

12 か月以内   １２    ２．１ 

400 日以内   ２１    ３．７ 

500 日以内   ３８    ６．６ 

600 日以内   １１    １．９ 

600 日超   ４２    ７．３ 

（注）１か月＝30 日として集計。 

（注）割合については、各項目の値ごとに四捨五入を行っているため、総計は１００％にならない。 
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４ 口頭意見陳述及び口頭説明聴取の実績 

  平成１８年度の答申（５７４件）についてみると、不服申立人等から口頭意見陳述を

聴取したとする記載のあるものは５件（諮問庁職員３件、不服申立人、参加人等２件）

であり、諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものは２０５件である。 

 

（注）１：一つの事件について、双方ともに実施される場合もある。 

     ２：部会又は指名委員による聴取実績である。  

 

５ 特徴のある事件 

存否応答拒否事件、不存在事件等の特徴のある諮問事件については、平成１８年度の

状況は以下のとおりであり、不存在事件が全諮問事件数の１７．８％と最も多く、次に

存否応答拒否事件が全体の７．３％と多い。 

 

（諮問）                 単位：（件） 

 
情報公開 

備 考 

（全諮問件数に占める割合） 

不存在事件 １１０      １７．８％ 

存否拒否事件 ４５       ７．３％ 

文書の特定を争う事件 １５      ２．４％ 

適用除外事件 ０       ０．０％ 

逆ＦＯＩＡ事件      ２４       ３．９％ 

行政文書等非該当事件 １       ０．２％ 

 

（答申）                                単位：（件） 

 
情報公開 

備 考 

（全部を妥当でないとした答申数） 

不存在事件 １１０ ５ 

存否拒否事件 ４０ ６ 

文書の特定を争う事件 １９ １ 

適用除外事件 ０ ０ 

逆ＦＯＩＡ事件 ３０ ０ 

行政文書等非該当事件        １ ０ 

 

５－１ 不存在事件 

  不存在事件については、平成１８年度では１１０件の諮問を受け、平成１７年度以前

の諮問も含め、１１０件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち、妥当でないとされたもの（文書が存在するとさ

れたもの等）は、５件である。 

 

 答申番号 

（不存在が妥当でないとされたもの） 

備 考 

平成１８年度 （行情）７２，１５６，３４９ 

（独情）５６，５７ 
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５－２ 存否応答拒否事件 

  存否応答拒否事件については、平成１８年度に４５件の諮問を受け、平成１７年度以

前の諮問も含め、４０件について答申を出している。この存否応答拒否事件に関する答

申のうち、妥当でないとされたものは、６件である。 

 

 答申番号 

（存否応答拒否が妥当でないとされたもの） 

備 考 

平成１８年度 （行情）６７，１９０，３２５，４３４ 

（独情）１１，４４ 

 

 

５－３ 文書の特定を争う事件 

  文書の特定を争う事件については、平成１８年度に１５件の諮問を受け、平成１７年

度以前の諮問を含め、１９件について答申を出している。この文書の特定を争う事件に

関する答申のうち、妥当でないとされたものは、１件である。 

 

 答申番号 

（文書特定が妥当でないとされたもの） 

備 考 

平成１８年度 （行情）５０３  

 

５－４ 適用除外事件 

  適用除外事件については、平成１８年度には諮問を受けておらず、平成１７年度以前

の諮問を含め、答申していない。 

 

５－５ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

  処分庁が開示するとした部分について、第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯＩ

Ａに関する事件については、平成１８年度に２４件の諮問を受け、平成１７年度以前の

諮問を含め、３０件について答申を出している。 

この逆ＦＯＩＡ事件に関する答申のうち、その全部が妥当でないとされたものはない。 

 

５－６ 行政文書等非該当事件 

  行政文書等非該当事件については、平成１８年度に１件の諮問を受け、１件について

答申を出している。 

この行政文書等非該当事件に関する答申のうち、妥当でないとされたものはない。 

 

６ インカメラ 

  平成１８年度の答申（５７４件）についてみると、対象文書を見分したとの記載があ

るのは３９５件となっている。 

 

（注）： 答申の調査審議の経過欄に、「本件対象文書の見分」等と記載されている答申

数である。対象文書が不存在である場合、一定の様式に記入された個人情報であ

り、その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合、存否応答拒否の正

当性が争われている場合など、事柄の性格上インカメラ審理を要しない場合があ

る。 
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７ ヴォーンインデックス 

平成１８年度の答申（５７４件）についてみると、諮問庁から設置法９条３項の資料（ヴ

ォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。（注） 

 

（注）： ただし、これをヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別とし

て、諮問庁が自主的に、あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を

整理して提出している場合がある。 
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Ⅲ 個人情報保護 

 

１ 諮問・答申件数 

  平成１８年度の諮問件数は１１１件、答申件数は６０件、未済件数は７７件となって

いる。 

  なお、平成１７年度からの総諮問件数は、１５３件、総答申件数は７１件となってい

る。 

 

○個人情報保護関連 

[平成１８年度] 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ６８ ５０ ４ 

独立行政法人等  ４３ １０   ０ 

累  計   １１１   ６０    ４ 

 

 

＜行政機関＞                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連  ６７  ４９  ４ 

訂正請求関連    １    １      ０ 

利用停止請求関連    ０    ０     ０ 

累  計       ６８      ５０       ４ 

 

 

 ＜独立行政法人等＞               （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連  ３３   ８  ０ 

訂正請求関連    ７    １     ０ 

利用停止請求関連    ３    １      ０ 

累  計       ４３      １０        ０ 

 

 

［平成１７年度～平成１８年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 未済件数 

（年度末） 

行政機関   １００    ５７ ５      ３８ 

独立行政法人等  ５３  １４  ０    ３９ 

累  計   １５３    ７１ ５    ７７ 
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２ 答申結果の分類 

平成１８年度に出された答申件数（６０件）のうち、諮問庁の判断は妥当でないとし

たもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は、１６件（２６．７％）である。 

 

諮問庁の判断は妥当でないとしたもの ５（ ８．４％） 

諮問庁の判断は一部妥当でないとしたもの １１（１８．３％） 

諮問庁の判断は妥当であるとしたもの ４４（７３．３％） 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

  平成１８年度の答申（６０件）について、平均処理期間及び審議回数は１８２．６日、

２．７回であり、最短の事件では５８日で処理が終了しており（１８（行個）答申３２

ないし３６号）、最長の事件では３９６日かかっている（１８（独個）答申７号）。 

  なお、答申までの所要日数の分布をみると、次のとおり、６か月で答申をしたものが

最も多くなっている。 

 

 

所要日数 答申数（件） 割合（％） 

１か月以内 ０  ０．０   

２か月以内 ５  ８．３   

３か月以内 ６  １０．０  

４か月以内 １１  １８．３  

５か月以内 ７  １１．７  

６か月以内 １６  ２６．７  

７か月以内 ４  ６．７  

８か月以内 ３  ５．０  

９か月以内 ３  ５．０  

10 か月以内 １  １．７  

11 か月以内 １  １．７  

12 か月以内 １  １．７  

12 か月以上 ２  ３．３  

（注）１か月＝30 日として集計。 

（注）割合については、各項目の値ごとに四捨五入を行っているため、総計は１００％にならない。 
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４ 口頭意見陳述及び口頭説明聴取の実績 

  平成１８年度の答申（６０件）についてみると、不服申立人から口頭意見陳述を聴取

したとする記載のあるものはなく、諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるも

のは２３件である。 

 

（注）１：一つの事件について、双方ともに実施される場合もある。 

     ２：部会又は指名委員による聴取実績である。  

 

５ 特徴のある事件 

存否応答拒否事件、不存在事件等の特徴のある諮問事件については、平成１８年度の

状況は以下のとおりであり、不存在事件が全諮問事件数の１２．６％と最も多く、次に

適用除外事件が全体の１０．８％と多い。 

 

（諮問）                 単位：（件） 

 
個人情報保護 

備 考 

（全諮問件数に占める割合） 

不存在事件 １４     １２．６％ 

存否拒否事件 ３      ２．７％ 

保有個人情報の特定を争

う事件 
１０     ９．０％ 

適用除外事件 １２     １０．８％ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０      ０．０％ 

保有個人情報非該当事件 １      ０．９％ 

 

（答申）                                単位：（件） 

 
個人情報保護 

備 考 

（全部を妥当でないとした答申数） 

不存在事件 ４ １ 

存否拒否事件 ５ ０ 

保有個人情報の特定を争

う事件 
３ ０ 

適用除外事件 １７ ０ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ 

保有個人情報非該当事件 ０ ０ 

 

５－１ 不存在事件 

  不存在事件については、平成１８年度では１４件の諮問を受け、４件について答申を

出している。この不存在事件に関する答申のうち、妥当でないとされたものは１件であ

る（１８（行個）答申２６）。 

 

５－２ 存否応答拒否事件 

  存否応答拒否事件については、平成１８年度に３件の諮問を受け、平成１７年度の諮

問を含め、５件について答申を出している。この存否応答拒否に関する答申のうち、妥
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当でないとされたものはない。 

 

５－３ 保有個人情報の特定を争う事件 

  保有個人情報の特定を争う事件については、平成１８年度に１０件の諮問を受け、平

成１７年度の諮問を含め、３件について答申が出されている。この保有個人情報の特定

を争う事件に関する答申のうち、妥当でないとされたものはない。 

 

５－４ 適用除外事件 

  適用除外事件については、平成１８年度に１２件の諮問を受け、平成１７年度の諮問

を含め、１７件の答申を出している。この適用除外事件に関する答申のうち、妥当でな

いとされたものはない。 

 

５－５ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について、第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯＩ

Ａに関する事件については、平成１８年度に受け付けた諮問はなく、答申も出されてい

ない。 

 

５－６ 保有個人情報非該当事件 

保有個人情報非該当事件については、平成１８年度に１件の諮問を受けたが、答申は

出されていない。 

 

６ インカメラ 

  平成１８年度の答申（６０件）についてみると、対象保有個人情報を見分したとの記

載があるのは２６件となっている。 

 

（注）： 答申の調査審議の経過欄に、「本件対象保有個人情報の見分」と記載されてい

る答申数である。対象保有個人情報が不存在である場合など、事柄の性格上イン

カメラ審理を要しない場合がある。 

 

７ ヴォーンインデックス 

平成１８年度の答申（６０件）についてみると、諮問庁から設置法９条３項の資料（ヴ

ォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 
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Ⅳ  付言の実績 

当審査会では、答申において、諮問庁（又は処分庁）における情報公開・個人情報保護

制度の運用が不適切である場合や、同制度の運用そのものの問題ではないにしても、同制

度の円滑かつ適切な運用を行うために必要な措置について付言を行うことがある。 

平成１８年度の答申を整理すると、３３件の答申において付言がみられ、諮問の遅れな

ど９の項目にわたって意見が述べられている。 

主な項目別件数としては、諮問の遅れ・早期諮問に関する付言（１３件）が最も多く、

続いて、文書管理に関する付言及び開示決定時等の理由の提示に関する付言（それぞれ６

件）、補正に関する対応についての付言（５件）、開示決定等に係る調査不足に関する付言

（３件）、などという順になっている。 

各項目の主な付言内容は、以下のとおりである。 

［注］一つの答申において、複数の項目にわたって付言しているものもある。 

 

 １） 諮問の遅れ・早期諮問について付言したもの（１３） 

・ 本件諮問は、不服申立て後、２年余を経過しており、本件対象文書の不開示理由

からして、不服申立てを受けてから諮問を行うまでに約２年もの長期間を要すると

は到底考え難く、今後、諮問に当たり、迅速かつ的確な対応が望まれる。（平成１８

年度（行情）答申第３０９号） 
・ 異議申立てから２年４か月余を経過してなされており、開示決定等に対する不服

申立てを受けた独立行政法人等において、遅滞なく諮問を行うことが求められてい

る。（平成１８年度（独情）答申第６１、６２号） 

                          など 

 

２） 文書管理について付言したもの（６） 

・ 本件対象文書を含む平成１３年度、１４年度及び１５年度に廃棄した行政文書に

係る廃棄目録を保存期間満了前に誤って廃棄したことについては、当時の文書管理

が不適切であったと言わざるを得ず、諮問庁においては、今後、かかる誤廃棄の再

発を防止するため、行政文書の廃棄処分に当たって保存期限の確認を徹底させるな

ど、文書管理の適正化をより一層図ることが望まれる。（平成１８年度（行情）答

申第２００号）。 

・ 本来保存期間を延長して保存すべきであった本件対象文書について、これを廃棄

したことは、事務処理・文書管理上重大な問題があり、不適法である。（平成１８年

度（独情）答申第６１・６２号） 

                          など 
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３） 開示決定時等の理由の提示について付言したもの（６） 

・ 情報公開法上、「開示請求対象外」という不開示理由は規定されておらず、不服申

立部分以外の不開示部分についても、法５条各号所定のいずれの不開示情報に該当

するかを明記すべきものである。（平成１８年度（行情）答申第２１０号） 

・ 原処分の不開示決定通知書の記載のみでは、開示請求者は、法５条各号のうちの

どの不開示情報に該当することとなるのかを明確に知り得ることができるとは言え

ず、本件不開示決定における理由付記は、適切を欠くものであったと認められる。

（平成１８年度（独情）答申第４４号） 

                           など  

 

４） 補正に関する対応について付言したもの（５） 

・ 補正手続における処分庁の教示が適切さを欠き、その結果、対象文書が特定不十分

のまま原処分が行なった処分庁の対応は遺憾であり、今後、情報公開制度に関する事

務処理手続の適正化を図るよう望むものである。（平成 18 年度（行情）答申第４２８

号） 

・ 本件のように開示請求の範囲を大幅に狭める形で特定を行うこととなる場合には、

特定の内容をめぐって開示請求者との間で争いの余地を残すことが考えられるので、

今後同様の事態が生じることのないよう、口頭で行われた補正の内容を書面で審査

請求人に確認するなど、開示請求内容の補正に当たっては、適切に対応することを

望むものである。（平成１８年度（行個）答申第３０号） 

など 

 

５） 開示決定等に係る調査不足について付言したもの（３） 

・ 本件開示請求の段階で十分な調査・検討をせずに原処分を行ったことは、不適切

な対応であったと言わざるを得ない。（平成１８年度（行情）答申第１６６号） 

・ 請求文書として特定した文書を確認せず、実際には保有していないにも関わらず、

不開示情報が記載されていることを不開示理由とする原処分は不適切なものである

と言わざるを得ず、さらに、本件諮問に当たっても、諮問庁として不服申立ての対

象となる文書を直接確認することなく、原処分の判断を妥当とする諮問を行った諮

問庁の対応には遺憾な点があったと認められることから、慎重かつ適切な対応が強

く望まれる。（平成１８年度（行情）答申第２９ないし３０号） 

など 

 

６） 理由説明書の不適切な記載について付言したもの（２） 

・ 原処分において、本件対象保有個人情報として特定されていなかったところであ

るが、諮問庁は、理由説明書において、これらの文書を不開示とした理由を述べて

おり、これは、原処分においてこれらの文書が本件対象保有個人情報として特定さ
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れているとの誤解を与えるものであったと言える。また、「所得税の確定申告の手

引き（抜粋）」については、実際には東京入国管理局千葉出張所で保管されていた

にもかかわらず、理由説明書においては、推測に基づき、当該文書は既に廃棄され

ているとの誤った説明を行っている。これらの理由説明書の記載内容は不適切なも

のであったと言わざるを得ず、今後、理由説明書の記載に当たっては、適切に対応

することを望むものである。（平成１８年度（行個）答申第４７号） 

  ・ 訂正請求１に係る本件訂正請求情報を訂正できないとする理由は、原処分時の保

有個人情報訂正等決定通知書の「訂正しない理由」欄に記載されているが、諮問庁

から提出された理由説明書には記載されておらず、調査審議の過程で、当審査会が

諮問庁の説明を求めて初めて本件事件の経緯及び具体的な「訂正をしない理由」が

明らかになったところである。 

  したがって、当審査会としては、今後、不服申立人の理解及び当審査会の調査審

議に資するよう、必要かつ十分な分かりやすい理由を記載した理由説明書を提出す

るよう諮問庁に要請するものである。（平成１８年度（独個）答申第４号） 

 

７） 開示決定の迅速・的確化について付言したもの（１） 

・ 本件においては、本来、処分庁において、開示請求人に補正を求めるべきであっ

たのに、これを怠っており、また、諮問庁においても、処分庁が開示決定を行った

後、審査請求人に対して誤った通知をしており、その結果、手続に無用の遅延と混

乱を生じさせたことは、誠に遺憾である。今後、処分庁及び諮問庁においては、情

報公開制度及び行政不服審査制度の手続内容と趣旨を十分に理解し、開示請求者等

の利便にかなうよう、事務手続の適正化を図ることを望むものである。（平成１８年

度（行情）答申第３２５号） 

 

８） 幹部職員の人事情報の公表基準統一化について付言したもの（１） 

・ 幹部職員の異動時における記者発表の際公表される人事情報には、各府省庁にお

いて、その公表内容に相違があることから、各府省庁にあっては、幹部職員に係る

人事情報の公表内容について、公表基準を統一することの可否を含めて改めて検討

するなどの措置が取られることを望むものである。（平成１８年度（行情）答申第

１５７号） 

 

８） 行政機関個人情報保護法との関係を踏まえた検討を要すべき課題について付言し

たもの（１） 

・ 公務員の個人情報、取り分け幹部職員の個人情報をどのように提供・公表するか

という問題は、公益的な観点に留意しつつ、当該個人情報の有用性も踏まえて、国

民の関心の程度あるいは社会的要請と個人の権利利益の保護との両立を十分考慮し

て議論されるべきものであると思われ、「行政機関等個人情報保護法の解説」（総務
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省行政管理局監修）においても、同法８条の解説の中で、行政機関の保有する個人

情報については、社会公共の利益のために利用目的以外に提供することが要請され

る場合もあるとし、このような場合にあっては、個人の権利利益の保護の必要性と

個人情報の有用性を衡量し、例外的に利用目的以外の提供ができるとされている。

この点について、仮に、職員の個人情報（「生年月日」、「本籍」及び「最終学歴」を

含む略歴資料）を記者配布することを利用目的としていないことを前提とすれば、

行政機関個人情報保護法上は、報道関係者を含む第三者に職員の個人情報を目的外

提供することができるのは、ａ）特別の理由がある場合（同法８条２項４号）、又は

ｂ）本人の同意がある場合（同法８条２項１号）に限られることとなる。ここでは、

ａ）によるのかｂ）によるのかはおくとして、まず、「特別の理由」に関して言えば、

現時点では、行政機関個人情報保護法が施行されて間もなく先例判断の積み重ねが

少ないことから、「個人情報を第三者に目的外提供するに当たっては、厳格・適切に

運用すべきである」という原則的な立場から、各行政機関の判断が慎重になること

もやむを得ない面があるが、「特別の理由」の有無の判断に当たっては、目的外提供

する情報の性質・内容と提供先における利用目的等を衡量して合理的に判断するこ

とが適当であると思われるので、たとえ一般職公務員であっても、所管行政の専門

家として大臣等を直接補佐し重要政策の企画立案及び実施に当たる一定の上級幹部

職員については、人事異動時に略歴を第三者（報道関係者）に提供することに「特

別の理由」があると認められる余地があるかどうか十分検討し、その上で各行政機

関の判断が適正に行われるよう、判断に当たっての具体的なガイドラインを示す等

の検討を、政府部内の人事担当部局において行うべきであると思われる。 
次に、仮に「特別の理由」がないとしても、「本人の同意」に関して言えば、これ

らの上級幹部職員については、就任時に本件の不開示情報を含めた略歴を公表する

ことについて、例えば包括的に同意を得るシステムを構築することにより、各行政

機関における取扱いを統一することができないのか等の検討を行うべきであると思

われる。（平成１８年度（行情）答申第１５５号） 

 



 - 22 -

【参考】平成１８年度に付言を行った答申一覧 

 

１）諮問の遅れ・早期諮問（１３） 

 答申番号 

行 情 ３３, ３５, １９８, ３０９, ３１０, ３５６, ３７４, ３７５,３７６ 

独 情 ５０, ５１, ６１, ６２ 

 

２）文書管理（６） 

 答申番号 

行 情 ２９ないし３０, ２００, ４９１ 

独 情 ６１, ６２ 

独 個 ８ 

 

３）補正に関する対応（５） 

 答申番号 

行 情 ２８７, ４２８, ４８３, ４８６ないし４８８ 

行 個 ３０ 

 

４）開示決定時等の理由の提示（５） 

 答申番号 

行 情 ２１０, ５０６, ５０７ 

独 情 ４４ 

独 個 ８ 

 

５）開示決定等に係る調査不足（３） 

 答申番号 

行 情 ２９ないし３０, １６６, １９８ 

 

６）理由説明書の不適切な記載（２） 

 答申番号 

行 個 ４７ 

独 個 ４ 

 

７）開示決定の迅速・的確化（１） 

 答申番号 

行 情 ３２５ 
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８）幹部職員の人事情報の公表基準統一化（１） 

 答申番号 

行 情 １５７ 

 

９）行政機関個人情報保護法との関係を踏まえた検討を要すべき課題（１） 

 答申番号 

行 情 １５５ 

 


